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次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年４月 10 日
支出負担行為担当官
関東地方整備局副局長 髙田 昌行

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 14
〇第 15 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 調達件名及び数量 港湾行政情報システム
更新及び賃貸借 １式
 調達案件の仕様等 別冊仕様書のとおり
 履行期間 契約締結日から平成35年３月31
日（賃貸借期間は平成30年10月１日から平成
35年３月31日）
 履行場所 別冊仕様書のとおり
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の８に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の108分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出・入札を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システムに
よりがたい場合は、あらかじめ紙入札方式参
加願を提出するものとする。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒2318436 横浜市中区北仲通５57横浜
第２合同庁舎15階 関東地方整備局総務部経
理調達課 関根 徹 電話0452117413
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
電子調達システム
https://www.geps.go.jp/

３の問い合わせ先と同じ
 入札説明書の配付期間、場所及び方法 平
成30年４月10日から平成30年６月13日までの
土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時30
分から18時00分まで、下記、の場所及び
方法で配付する。（最終日は入札書受付締切予
定時刻である14時00分）
 関東地方整備局港湾空港部ホームページ
「発注情報→発注公告等→物品・役務（Ｗ
ＴＯ対象）」
ＨＰアドレス
http://www.pa.ktr.mlit.go.jp/kyoku/bid/

index.htm

 上記によりがたい場合は次の場所で配付
する。
〒2318436 横浜市中区北仲通５57横
浜第２合同庁舎15階 関東地方整備局総務
部経理調達課 電話0452117413

 電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る証明書等の受領期限 平成30年５月21日12
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入
札、郵送等（書留郵便等の配達の記録が残る
ものに限る。）による入札書の受領期限 平成
30年６月13日14時00分
 開札の日時及び場所 平成30年６月14日11
時00分 関東地方整備局入札室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）ととも
に支出負担行為担当官の交付する入札説明
書に示す特定役務を履行できることを証明
する書類を作成し、上記３の受領期限ま
でに上記３に示すＵＲＬに電子調達シス
テムを利用して提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等とともに支出負担行為担当
官の交付する入札説明書に示す特定役務を
履行できることを証明する書類を作成し、
上記３の受領期限までに上記３に示す
場所に提出しなければならない。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において支出負担行為担当官（補
助者含む）から証明する書類等に関する説明
を求められた場合には、それに応じなければ
ならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、入札者に求められる義
務を履行しなかった者のした入札、その他入
札に関する条件に違反した者のした入札は無
効とする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下、「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において「役務の提供
等」においてＡ等級に格付けされた関東・甲
信越地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。
 上記２の資格を有しない者で入札に参加
しようとする者は、開札の時までに当該資格
の決定を受け、かつ競争参加資格の確認を受
けた場合は入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（平成29年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

 ＩＳＯ／ＩＥＣ27001（ＪＩＳ Ｑ 27001）
の認証を取得していること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。（競争参加者の資格に関する公示に基づ
き、の競争参加資格を継続する為に必要な
手続きをおこなった者は除く。）
 申請書の提出期限の日から開札の時までの
期間に、関東地方整備局から「地方整備局（港
湾空港関係）所掌の工事請負契約に係る指名
停止等の措置要領」（昭和59年３月31日付け港
管第927号）に基づく指名停止を受けていな
い者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省が行う公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者でな
いこと。
 電子調達システムによる場合は電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ; ⒜not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Assistance that

obtained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause. ⒝not come under Article 71 of the
Cabinet Order concerning the Budget, Au‑

diting and Accounting. ⒞Category 1, have
Grade A or B in manufacturing, sale or

offer of services etc. Category 2 or 3, have

Grade A or B in manifacturing or sale

etc in the Kanto‑Koshinetsu district, in

terms of the qualification for participating

in tenders by the Organizations related to

Ministry of Finance (Single qualification

for every ministry and agency) in the fiscal

years 2016, 2017 and 2018. ⒟have not re‑
ceived suspension of designated contractor

status, etc. from any ministry or agency

(including person specially qualified by offi‑

cials in charge of disbursement of the pro‑

curing entity). ⒠an eligible person is a per‑
son whose business condition and credit are

deemed not to be a severe degradation, and

who is sure to implement the contract. ⒡
Prove to have the ability to lease the prod‑

ucts concerned by themselves in addition to

by a third party, should the products re‑

quested through this notice be leased by a

third party.

 Time‑limit for tender : 17 : 00 26 June

2018.

 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

 Contact point for the notice : Emi Fu‑

jiwara Procurement Section, Accounts Di‑

vision, Commissioners Secretariat, Nation‑

al Tax Agency, 11 Kasumigaseki 3‑
chome, Chiyoda‑ku, Tokyo 1008978 Ja‑
pan. TEL 0335814161 ex. 3645


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